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1. 制度導入には多額の初期投資が必要 

2. 個人情報の流出に対する懸念 

1.確定申告の時、控除証明書の添付が不要になる 

（国民年金保険料の控除証明書などが不要になる可能性も？） 

2.年金記録問題などが発生しなくなる 

（年金記録が他の記録と紐付けされるため）  

3.生活保護の不正受給が少なくなる 

（生活保護の申請にマイナンバー番号の登録が必須になるため） 

4.確定申告が適正に行われる 

（過少申告や、脱税の防止につながる？） 

2.年金記録問題などが発生しなくなる 

（年金記録が他の記録と紐付けされるため）  

3.生活保護の不正受給が少なくなる 

（生活保護の申請にマイナンバー番号の登録が必須になるた

め） 

4.所得の過少申告が難しくなるため、個人事業主などの脱税を防

ぐことが出来る 

 

＜未
ヒツジ

年は縁起のいい年です！＞ 

明けましておめでとうございます。今年は未（ヒツジ）

年です。何故「羊」ではなく「未」なのでしょうか。この挨

拶文を書きながら漢字を間違ってはいけないと思い、

よくよく調べてみました。 

「未」とは本来は「木の枝葉の茂った様を描いた象形文字」であり、こ

れを「ヒツジ」としたのは、昔中国で無学の庶民に十二支を浸透させるた

めに動物の名前を当てたことが始まりだったとか。十二支はもともと“当

て字”なのですね。羊は群れをなして行動するため、家族の安泰や平

和をもたらす縁起物とされているようです。 

今年一年、皆様が安泰に過ごせますよう、心よりお祈り申し上げます。  

（代表 山田義之） 

 

 消費税率１０％、延期へ  

昨年１２月、平成２６年の「今年の漢字」が発表され、「税」が選ばれ

たのは記憶に新しいところだと思います。同年４月に消費税の税率が

１７年ぶりに引き上げられ（５％→８％）、「税」に対する関心が高まった

こと等が理由に挙げられていました。 

私たち会計事務所の業務は、お客さまからは「できることなら払いた

くない税金」を計算している、あまり楽しそうではない仕事、と思われが

ちなのですが、これを機に「税」の話題にも興味を持っていただき、ひ

いては税務や会計の大切さも感じて頂けたらと思います。 

さて、その消費税ですが、次なる段階として今年平成２７年１０月に

は８％から１０％への引き上げが予定されていました。 

が、既に報道等でご存じのとおり、１年半の延期が決まり（※）、現段

階では、平成２９年４月から１０％になる予定です。 

※昨年１２／１４衆院選挙後、与党が３分の２以上の議席を獲得。１２／１５に与党

である自民党・公明党の連立政権合意文書に消費税率１０％引上げ延期が明

記された。 

本来、国会の審議を経て正式に決まるのだが、衆院の優位性や与党の議席数

を考えれば、合意文書の通り決定することは確実であろうと見られており、延期

決定と報じられている。 

 

１０％への税率引き上げが延期されたことで、どういった影響が出る

のでしょうか？ 

例えば、１０％になる前に高額商品（住宅・自動車等）の購入を前倒

しする、いわゆる「駆け込み需要」は失速あるいは様子見となり、建設・

自動車関連の業界は受注が減るかもしれません。 

５％→８％の際に「半年前までの契約締結分については５％が適用」

という経過措置がありましたが、同様の経過措置が取られた場合には、

半年前の来年平成２８年９月末までに８％で契約締結を、といったこと

も考えて受発注する必要がありそうです。また自動車取得税について

も、消費税１０％導入時に廃止予定でしたから、延期となりそうです。 

 

いずれにせよ、現段階（Ｈ26.12/26執筆時点）では予定・予想でしかあり

ません。遅くとも１月中には、平成２７年度税制改正大綱が取りまとめ

られるということですので、詳細が決まりましたら、ヤマダ会計ＮＥＷＳ

でみなさんにいち早くお伝えしたいと思います。それまで今しばらくお

待ちください。                 （チーフリーダー 玉澤一雄） 

 「マイナンバー制度」って、どんな制度？  

「マイナンバー制度」とは「社会保障・税番号制度」の通称のことです。 

この制度には、「複数の機関に存在する特定の個人の情報」を同じ

個人の情報であると確認することにより、社会保障と税制度の効率性

や透明性を高める目的があります。そのため、住民票を持つすべての

人に１人１つの番号が指定されます。これを「マイナンバー」といいます。 

「社会保障・税・災害対策」の分野において、国の行政機関や地方公

共団体などは保有する個人情報とマイナンバーを紐づけて効率的に

情報管理が行え、さらには関係機関との間で迅速かつ確実にやり取り

ができるようになるといわれています。 

マイナンバー導入のメリットは、以下のとおりです。 

また、マイナンバー導入のデメリットは、以下のとおりです。 

 

マイナンバーは、平成２７年１０月から市区町村より「通知カード」が

送付され、平成２８年１月から「社会保障・税・災害対策」の行政手続で

必要になります。なお、国の行政機関などだけでなく民間企業でも、従

業員の給料から源泉徴収をして税金を納めたり、健康保険や厚生年金

の加入手続を行ったりする際に、従業員やその扶養家族のマイナンバ

ーを取り扱うことになります。また、外部の人に講演を依頼して報酬を

支払う場合、報酬から税金の源泉徴収が必要となりますが、この際に

もマイナンバーを提供してもらう必要があります。 

今年から実行される制度ですので、運用を考えていかなければなり

ませんね。                      （リーダー 小田木康） 

参照：内閣官房 社会保障・税番号制度 URＬ http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/bangoseido/ 

                            

 『ヤマダ会計データ』でみる黒字企業  

 「アベノミクスで景気回復！って言ってるけど、うちはそうで

もなかったなぁ・・・他はどう？みんな、儲かってるの？」など

と行く先々で聞かれることが多かった平成２６年。みなさん、

他社の様子が気になるようです。 

毎年恒例、ヤマダ会計顧問先様の黒字割合のご案内で

す。黒字割合は増加傾向です。景気回復という外部要因だ

けでなく、自助努力で頑張った結果もあってのことなのだと

思います。 

今年もまた、一歩進んだ「目標」をたて、ぜひ実現目指して

頑張りましょう！ 

 

＜右表＞ 

○Ｈ２６／７ ～ １２月に申告した法人 （黒字の定義 ＝ 経常利益がプラス） 

○国税庁事績  Ｈ２５／４ ～ Ｈ２６／３月までに終了した事業年度の申告 

（今回より、欠損金控除前の数字に変更しています。） 

業  種 黒字割合 

建 設 業 ５８．３ ％ 

サービス業 ６８．８ ％ 

製 造 業 ８０．０ ％ 

卸 小 売 業 ６８．８ ％ 

全 業 種 ６７．８ ％ 

国税庁事績 ５６．３ ％ 

http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/bangoseido/

